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序論

2000 年 10 月 10 日、自民党、公明党、保守党の与党三党が終身刑導入のための「終身刑プ

ロジェクト」を発足させた。このプロジェクトは死刑廃止という文脈を切り離して、終身刑

そのものだけを導入するというものであるが、専門家は終身刑の導入が活発に議論され、そ

れが本当に現実化されることは死刑執行抑止になるだろし、死刑判決の抑止にもなるだろう

と論じている。この死刑を廃止して終身刑を導入するということに対しては世論の支持も多

い。1994 年にＮＨＫが独自に調査した結果では、「終身刑を創設して死刑を廃止することに

賛成か」という質問にしたところ、賛成が 47％、反対が 43％と微量ながらも賛成が反対を上

回った（１）。

また、2003 年 2 月にテレビ朝日のニュースステーションが行った世論調査によれば、「仮

釈放のない終身刑を導入して死刑を廃止すべき」という意見が 29.9%あった（２）。

国会議員についても、終身刑支持の方向に向かいつつある。死刑廃止フォーラムが 1996

年 10 月に、衆議院選挙の当選者を対象に行ったアンケートでも、「終身刑などの代替刑や

被害者支援の充実など条件を整えて死刑を廃止すべきだ」と回答した議員が 50.9%にのぼ

った。

死刑の執行を停止し、終身刑を導入すべきだという意見は、世論だけではなく、日弁連

や宗教界にも広がっている。キリスト教諸教団をはじめ、仏教界でも、真宗大谷派が 98 年

6 月に「死刑制度を見直し、死刑の停止を求める」声明を出し、天台宗でも 99 年 4 月に「死

刑執行を停止し、被害者や遺族との悲しみの共有と償いが可能な社会をつくる」声明を出

している。また、近年では、地裁・高裁レベルでは死刑の求刑に対して、死刑判決を回避

する傾向にある（３）。

また、世界でも死刑の代替刑として終身刑を導入する傾向にある。欧米やロシア、中国

など 30 カ国以上が仮釈放の有無の差はあるが終身刑を導入している。

しかし世論や世界の終身刑支持に反して、法務省は 2000 年 10 月 17 日、「終身刑に反対」

の意見を明らかにした。その理由は、（１）社会復帰を前提とした処遇制度の現状に妥当し

ない、（２）受刑者処遇に困難を伴うこと、（３）新たな体制設備が必要であること、等を

あげているほか、現状の無期懲役が事実上の終身刑の役割を果たしているとしている。

しかし本当にこの法務省の意見は正しいのだろうか。世論が支持する終身刑とは今の無

期懲役とどう異なり、どう優れているのか。そして終身刑を日本は導入すべきか。本稿で

は以上のことを世界の終身刑と日本の無期懲役の相違と問題点、現状をふまえながら分析

（１） 同時期に朝日新聞社が同じ質問で調査したところ、賛成が 59.8％となった。
（２） また「死刑存置」が 45.7%、「ただちに死刑を廃止すべき」が 2.1%、「どちらともいえ
ない」20.8%、「わからない」1.4%であった。
（３） 有名な例では 97 年 2 月に広島高裁が言い渡した無期懲役判決で、前の事件で無期懲
役判決を受けて仮釈放中の人物が起こした強盗殺人事件に、「死刑と無機の間には無限の隔
たりがある。裁判所としては、仮出所のない無期懲役を考えても良いと思う。」という裁判
官の意見から無期懲役を言い渡した。
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していく。そして終身刑を導入するならどのような終身刑が望ましいかを結論で述べてい

く。なお、本稿では死刑の代替刑として終身刑を導入する、ということを前提とする。
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第 1 章 終身刑と仮釈放

１・終身刑とは

終身刑と日本で言ったとき、それは仮釈放がなく、受刑者が死ぬまで刑務所内で過ごさ

なければならない刑のことをさしている。しかしそれは終身刑の一つの形ではあるが、そ

れだけが終身刑ではない。

実際の終身刑とは、仮釈放のない終身刑と仮釈放のある終身刑の 2 パターンが存在する。

日本の無期懲役というのも実は終身刑に該当するのである。しかし本稿では進行上、日本

の終身刑を無期刑、世界で行われているのを終身刑として区別して述べていく。

2 パターンしかないといったが、実は仮釈放のない終身刑を言い渡されても、恩赦によっ

て何年かすると仮釈放されるものもある。第 2 章でふれるが、実際ほとんどの国がこの恩

赦のある終身刑を導入している。

２・仮釈放

無期刑の仮釈放とは、刑法 28 条(4)で、10 年以上服役すれば仮釈放できる規定になってい

る。しかし、これはあくまでも仮釈放の申請が可能になるというだけのものであり、実際

に仮釈放できるということではない。また、仮釈放の申請は受刑者本人にはその権利がな

く、行刑当局の裁量で行われている、が、その仮釈放の基準というのは一般にはもちろん

研究者にも明らかにされていない。この申請は法務省の地方更生保護委員会に対して行わ

れ、同委員会が仮釈放の許否を決定する。

仮釈放期間にも無期刑は他の有期刑とは異なるところがある。有期刑とは仮釈放期間が

定められているが、無期刑の場合、仮釈放期間は恩赦などの措置がない限り一生続く。つ

まり、死ぬまで保護観察に付けられるのである。このことは、例えば信号無視などのどん

なささいな犯罪でも仮釈放中に犯してしまえば、またすぐに刑務所に逆戻りになるという

ことになり、仮釈放といっても結局は死ぬまで神経を使って生きなければいけないのであ

る。

この仮釈放制度についてはまだまだ問題があるが、それは第 3 章で述べることとする。

(4) 『三省堂新六法 1990』三省堂、1989 年、ｐ.737.
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第 2 章 世界の終身刑

日本の無期懲役と終身刑を比較する際にあたって、日本では終身刑が存在しないので、

本稿では世界の終身刑を参考に無期懲役と終身刑を比較していく。

１・アメリカの終身刑

アメリカは州ごとに法律があり、死刑の存廃や終身刑も州によって異なるので、他の国

と比較しても参考になるので、まず最初にアメリカの終身刑について述べていく。

（１）アメリカの終身刑の実態

アメリカの終身刑にはパロール（日本でいう仮釈放）がある終身刑とパロールのない終

身刑がある。現在では 33の州、コロンビア地区および連邦政府がパロールのない終身刑を、

1４の州がパロールのある終身刑を採用している（５）。また、パロールのない終身刑でも 20

年ないし 25 年を経過すれば仮釈放するのもあり、事実上パロールのある終身刑と同等のも

のもある。これは 20 年ないし 25 年すぎてパロールにしても多くは老人となっているので、

死刑に相当するような凶悪な犯罪を犯す危険性が皆無であるという考えからである（６）（７）。

刑罰に対してどの制度を取り入れるのかは州によって異なる。アメリカには死刑相当の

犯罪に対する者への刑罰の種類が大きく分けて 6 種類存在する（８）。

①死刑、パロールのない終身刑、パロールのある終身刑の 3 種類から選択

これは主にケンタッキー州が行っている。

②死刑・最低 10 年までパロールにしない終身刑・パロールのある終身刑の 3 種類からの

選択（９）

メリーランド、オクラホマ、ネバタ、モンタナ、ワシントンの諸州

③死刑・パロールのない終身刑の 2 種類からの選択

アラバマ、アーカンソー、カリフォルニア、他 16 州

④死刑・年齢制限のある終身刑の 2 種類からの選択

アリゾナ、コロラド、オハイオ、オレゴンなど

⑤パロールのない終身刑・パロールのある終身刑の 2 種類からの選択

死刑廃止州のロードアイランド、ウェストバージニア、メーンなど

（５） パロールのある終身刑のパロールにするまでの期間は少なくとも 25 年としている。
（６）菊田幸一『死刑廃止に向けて 代替刑の提唱』明石書店、2005 年、p.277.
（７） ただしアメリカは死刑相当犯罪が第一級謀殺罪だけではなく、常習累犯罪やアルコー
ル、麻薬中毒者にも適用しているので、この辺の犯罪になると年齢問わず犯す可能性があ
る。
（８） 菊田幸一、前掲書、p.268.
（９） ここでいうパロールのある終身刑とは 25 年間経過後にパロールにするということで、
10 年間経過後にパロールする刑とは区別している。
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⑥パロールのない終身刑のみ

ハワイ、アイオワ、マサチューセッツ、ミシガンなど

以上のように分けたが、厳格には同じ終身刑を採用している州がないとまでされている

ほど、アメリカの終身刑は多種多様なものである。

刑の違いだけでもなく、パロールに関しても州ごとの特徴がある。判決後いつでもパロ

ールの資格を与えているものもあれば、6 ヶ月あるいは 25 年後というものもある。また、

10 の州では知事がパロールの条件をつけるか、あるいは有期刑に変えるかのいずれかを認

める権限が与えられている。しかし 25 年経過してもパロールされないということも往々し

て存在する。

アメリカでは終身刑が様々な形で多くの州に採用されているが、この背景には 1972 年の

ファーマン対ジョージア州事件が関係している。この事件で連邦最高裁が各州法の死刑制

度を違憲とし、無期刑を活用するように促したことを受けて、全州にわたって終身刑が制

定されるようになったのである。また、1994 年に「三振アウト法」が制定されたことも終

身刑を活発化させた要因の一つといえる。「三振アウト法」とは、条件付であるが、三回の

有罪で絶対刑が言い渡されることとする法である。このため多くの州で終身刑受刑者が増

加したのである（１０）。

しかしその終身刑の濫用には問題が多くある。まず一つは場所の問題である。年々増え

ていく受刑者を収容しておくだけの刑務所がなくなってしまい、民間の刑務所に頼らざる

をえなくなるとういう事態を招くことになるのである。もう一つの問題はコストである。

終身刑の過剰濫用はその分だけ多くの費用がかかることになる。2002 年の調査では、終身

刑受刑者一人当たりの収容に要した費用が、アラバマでは約 9,500 ドル、カリフォルニア

では毎年 31,000 ドル要しているのである。また、受刑者の高齢化に伴い医療費も嵩むよう

になり、収容期間が長期化するほどコストに問題が生じるのである。

（２）終身刑に対する世論

アメリカでは終身刑について世論の支持も厚い。オクラホマの調査では、もし終身刑を

採用するなら死刑の廃止に反対しないとの世論が過半数をこえている（１１）。

しかし世論は、その終身刑には死刑相当の重い罰を願っている。日本ではすぐに仮釈放

されてしまう無期懲役に対して不満の声が強く、多くの人がもっと重い罰を願っているが、

アメリカでもその想いは同じなのである。1991 年ネブラスカ州で、「死刑の代替案として①

（１０） 終身刑受刑者の数は年々増加している。終身刑を言い渡された者の数は、1992 年
には 69,845 人だったが、2003 年には 127,677 人と 83％の上昇をみせた。
（１１） その他に、1993 年 4 月の Greenberg/Lake and Tarrance Group 調査によれば、1000
人の死刑支持のアメリカ人のうち、パロールのない終身刑および賠償要求が附加されると
いう条件の下で、死刑支持が 41％、終身刑支持が 44％となった。さらに賠償を附加し、25
年間は釈放しない制度を採用するという条件では死刑支持が 33％まで低下した。
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25 年間はパロールのない終身刑、②40 年はパロールのない終身刑、③パロールのない終身

刑、④パロールのない終身刑に被害者家族への賠償を附加する」という四つの提示の中か

ら選ばせる世論調査を電話でした結果がある。

①25 年間はパロールのない終身刑

賛成 31.0％ 死刑支持 51.6％ わからない 13.0％

②40 年はパロールのない終身刑

賛成 39.7％ 死刑支持 46.4％ わからない 10.7％

③パロールのない終身刑

賛成 46.0％ 死刑支持 42.9％ わからない 8.9％

④パロールのない終身刑＋損害賠償

賛成 64.2％ 死刑支持 26.1％ わからない 7.3％（１２）

以上の結果を見ると刑が重ければ重いだけ終身刑の支持が増え、①と②では倍以上も支

持が増えている。

それに応じて、アラバマ、ルイジアナ州では「パロールのない終身刑は、パロールなし、

減刑なし、生命を終えるまで出てくることはない」と公言している。また、サウス・ダコ

タ州では、減刑委員会または知事が減刑権を有しているが、74 年以来減刑された者はいな

いという事実がある（１３）。損害賠償については、93 年にネブラスカ州では死刑を廃止する

代わりにパロールのない終身刑に損害賠償を附加している。

（３）終身刑受刑者の態度・扱い

終身刑受刑者は、もう外の世界に出られないことを嘆き、情緒不安定になったり、これ

以上罪を重ねても同じだと思い凶暴になったりするというイメージがあるが、アメリカの

終身刑受刑者は決してそうではない。2002 年 9 月 22 日のニューヨーク・タイムズにはミ

シガン州の終身刑受刑者についてこう書いてある。「彼らは一般受刑者と比較して問題をお

こすことは少ない」、「彼らは一般に孤立することはなく穏健であり、規則に従順であり、

逃走を企てることはない。彼らは入所時には一日 23 時間、週 7 日間は施錠した部屋に入れ

られ、ドアの小さな穴から食事を差し入れられるが、規則違反がなければ、その後は大き

な、明るい部屋に入れられ、250 人の他の受刑者と一緒に食事をしてテレビを観る」（１４）。

また、ミシガン矯正局のレオ・ラロンデ（Leo Lalonde）氏は、「入所後、数年経つと時間

と場所に適合し、善良な受刑者となる。むしろ問題なのは短期受刑者である」と述べてい

（１２） 編者 年報・死刑廃止編集委員会『年報・死刑廃止 2003 死刑廃止法案』（菊田幸一
「死刑に代替する終身刑」）インパクト出版会、2003 年、pp..49-50.
（１３） 菊田幸一、前掲書、p.271.
（１４） 編者 年報・死刑廃止編集委員会、前掲書、p.54.
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る（１５）。ニューヨーク州にあるシンシン刑務所長のローウ（L.E. Lawes）氏によると、終

身刑受刑者は模範囚であり、勤勉で規則正しいという事実がある（１６）。その理由として、

終身刑を言い渡されるような受刑者の多くは初犯であり、一時的な感情で犯罪を犯してし

まうので、同じ過ちを繰り返すことは少ないということがあげられている（１７）。また、健

康状態についても病気または精神障害による健康上の問題のある者は、ほぼ１割にすぎな

いと報告されている。

以上のような、場所に適合して善良な受刑者となるために、刑務所内の環境も精神スト

レスを与えないように考慮されている。アメリカの刑務所はオープンなところがある。一

人ひとりが個室にいるのではなく、何人かで生活を共にする。メリーランド州の終身刑受

刑者の刑務所では、各房にテレビがあり、ビリヤード、卓球、チェス、トランプ等ができ

るリクリエーションルームは、1 日 4 時間利用ができる。また、シャワーも毎日浴びること

もできるし、電話をすることもできる。リクリエーションルームで受刑者と刑務官が楽し

そうに談話をしている光景も珍しいものではない。面会室は遮蔽板がなく、大きなカウン

ターで立会人なしで面会人に会うことができるし、抱擁することも可能である。明治大学

教授の菊田幸一氏のインタビューによれば、ニューヨークのある終身刑受刑者は「ここか

ら外に出られないだけで、今は、ここでの生活に何の不満もない。」（１８）と言っている。刑

務所とは決められた粗悪な牢屋で一日を過ごすというイメージがあるが、アメリカの終身

刑受刑者にはある程度の自由が与えられている。このことが受刑者に閉塞感を与えない要

因になっているであろう。

更生プログラムの充実も受刑者の心の安定をはかる上で重要な働きをしている。アメリ

カでは刑務所内で大学講義の授業を通信教育で受けられたり、資格獲得のための機会が設

けられている。また、職業訓練、カウンセリング、刑務作業、地域社会奉仕などを通じて

社会と接点を持つことも要請されている。アメリカでは歴史的に刑務所では受刑者を単に

拘禁するところではなく、社会復帰の準備期間とする観念があるので、このように更正プ

ログラムも充実したものになっているのであろう。

２・フランスの終身刑

日本と同じように仮釈放を残している国としてフランスを例に挙げてみる。フランスの

終身刑は 15 年の刑の執行の後に仮釈放の申請ができる。また、刑を言い渡された時に、15

年以上の刑期を科された場合は、その期間を待ってから申請ができる。その申請は受刑者

自身によって行うことを許されている。仮釈放を与えられるためには、受刑者は「再適応

（１５）菊田幸一、前掲書、p.272.
（１６） FEDERAL PROBATION, March 1962. Vol.25, No.15.
（１７）ある調査によれば、終身刑受刑者の釈放後の再犯は、それ以外の者と比較して少なく、他
の前科者の 3 分の１であった。（『龍谷大学 矯正・保護研究センター研究年報 No.3』、2006 年、
p.41.）
（１８）編者 年報・死刑廃止編集委員会、前掲書、p.80.
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のための真摯な努力」を示さなくてはならない。しかし仮釈放の付与は行政局の自由な評

価に任されているので、主観的になりやすい面もある。1995 年から 2005 年までに出所す

るめでの受刑者の服役期間を調べたところ、平均して 20 年を超えていることがわかった。

このうち 5 人に 1 人は 22 年以上拘禁されていることも判明した。また、中には 40 年以上

にわたって拘禁されている者は 3 人、30 年以上の者が 17 名いたこともわかった。フラン

スでも仮釈放の申請がなかなか通らず、仮釈放される者の数が年々減少していっていると

いう現状がある。しかし 2000 年の法改正後、仮釈放の決定権が今までの司法大臣から、合

議体の裁判所に移ったことにより、2001 年からは仮釈放の数が増えていった。

仮釈放を受けた者は、一定の義務を定められた期間（試験期間）遵守し、援助・監督処

分に服さなければならない。その期間を遵守すれば、刑は試験期間末に終了したことにな

り、遵守できなかった場合、仮釈放の利益を失い刑期を終えるためにまた刑務所に戻らな

くてはならない。この試験期間は終身刑受刑者では 5 年以上 10 年未満と定められていて、

10 年を超えることは許されていない。

３・その他の国の終身刑

仮釈放のない終身刑を導入している国は実は少ない。その中でも恩赦や減刑によって仮

釈放を許される国も存在する。以下は仮釈放のない終身刑を導入している国である。

○ オーストラリア・・・一部の州で、死刑の廃止後に仮釈放のない終身刑を導入。

○ オランダ・・・1870 年に通常犯罪において死刑が廃止された際、仮釈放のない終身

刑が導入された。しかしその適用はかなり稀であり、例外的に仮釈放が認められる

場合もある。

○ 中華人民共和国（香港・マカオを除く）・・・1997 年累犯者および殺人や強姦などの

暴力犯罪で無期懲役の判決を受けた場合、仮釈放を認めないとする規定が設けられ

た（中国刑法 81 条）。ただし恩赦・減刑の可能性が残されている。暴力犯罪以外で

無期懲役の判決を受けた者（累犯者を除く）に対しては、10 年経過後、仮釈放を認

めている。

○ スウェーデン・・・仮釈放のない終身刑はあるが、運用上、すべて恩赦により有期

刑（最長は 16 年）に減刑される。

○ ハンガリー・・・1998 年の法改正により、1999 年 3 月 1 日から仮釈放のない終身

刑が創設された。仮釈放のある終身刑もある。

○ スイス・・・仮釈放のない終身刑を導入している。

○ デンマーク・・・仮釈放のない終身刑を導入している。しかし恩赦制度により、終

身刑受刑者は 12 年経過後に恩赦に関する聴聞を受ける権利があり、平均 16 年で出

所している。
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他にはフィリピンやベトナム等も仮釈放のない終身刑を導入しているが、恩赦の可能

性はどの国でも残している。

仮釈放のない終身刑を導入している国を挙げてきたが実は少数で、ほとんどの国が仮釈

放のある終身刑を導入している。仮釈放のある終身刑を導入している主要国については、

以下のようになっている。

○ イギリス・・・イギリスでは終身刑において、裁判官又は内務大臣が最低拘禁期間

（タリフ）を定める。非常に重大な犯罪に対しては、終身のタリフを定めることも

できるので、仮釈放のない終身刑も存在しているが、その場合は恩赦および 25 年後

の再審査による減刑の可能性は残されている（１９）。ただし 21 歳未満の者に対しては、

終身のタリフを定めることはできないようになっている。イギリスにおいてもアメ

リカ同様、終身刑受刑者の数が年々増加している。その理由として、1997 年に制定

された「ツー・ストライク・ルール」というものがある。この規定は、重大な犯罪

を 2 回行った者は自動的に終身刑が適用されるというものである。この規定と、終

身刑に科す犯罪の種類が増えたことが終身刑受刑者の増加に繋がっているのである
（２０）。

○ ドイツ・・・以前は仮釈放のない終身刑を置いていたが、1977 年に最高裁で違憲と

され、1981 年に廃止された（２１）。現在の終身刑は最低 15 年の服役後、仮釈放が許

可され、多くは 20 年以内に仮釈放されている。ただし 21 歳未満の者には終身刑は

適用されず、14 歳以上 18 歳未満は 10 年の有期刑、18 歳以上 21 歳未満は 15 年の

有期刑が上限となっている。

○ イタリア・・・終身刑の受刑者に対しては、21 年あるいは 26 年を経過した後、仮釈

放を認めることができる。また、10 年以上服役した受刑者に対しては、外泊または

外部通勤を認めることもできる。

○ デンマーク・・・平均服役期間は 16 年と少ないが、犯罪の程度によって刑期が長期

に及ぶこともある。仮釈放の制度はないが、恩赦が十分に活用されている。12 年経

過後、恩赦による審査を受ける権利が与えられ、恩赦が与えられた者は 5 年間の保

護観察つきで社会に復帰することができる。

以上を見てみると終身刑は15～25年程度で仮釈放の審査を受けられるようになってい

る。また、ほとんどの国が恩赦によって減刑できる余地を残している。このことは、ヨ

（１９） 2006 年の調査では、約 5300 人の終身刑受刑者のうち、終生の服役を定められてい
る受刑者は 30 人である。
（２０） 謀殺罪、故殺罪、強盗罪、放火罪、強姦罪、誘拐罪、爆発物関連の犯罪に適用される。
（２１） 1977 年、連邦憲法裁判所が、仮釈放のない終身刑について人格破壊の可能性を肯定
し、終身刑の人間の尊厳に合致した執行は恩赦制度のみによっては不十分であって仮釈放
の立法を立法者の憲法上の義務と判示した。
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ーロッパで仮釈放のない終身刑廃止の流れがあることと関係している。死刑に次いで、

仮釈放のない終身刑を廃止すべきだとの意見がヨーロッパ各国にある。しかしそれは犯

罪者の罰を軽くしたいというわけではない。終身刑廃止支持者は、ただ人道的な罰を与

え、一生をかけて罪を償って欲しいという願いから、廃止を望む傾向にある。それなの

でヨーロッパでは仮釈放のある終身刑を導入している国でも恩赦の可能性を残し、実質

仮釈放のない終身刑を導入する国はないといわれている。
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第 3 章 日本の無期刑と終身刑

１・日本の無期刑の実態と問題点

（１）仮釈放の実態と無期刑の増加

無期刑とは満期のない刑であるが、日本の無期刑とは最低服役年数が 10 年と法律で定

められている。しかし現状ではそうではない。実際に仮釈放された者の平均在所期間を

計算してみると、実は 13 年 6 ヶ月という数値が導きだせる。しかしこれもまた、仮釈放

された者の平均服役年数であって平均的な無期刑受刑者がこれだけ服役すれば仮釈放で

きるという期間ではない。現在在所している人の平均服役期間はまたこれと異なるので

ある。また、この仮釈放者の平均服役期間も年々長期化してきている（２２）。

表１ 無期懲役受刑者の仮釈放許可人員の在所期間別人員（２３）

年次 総数

（人数）

12 年

以内

14 年

以内

16 年

以内

18 年

以内

20 年

以内

20 年超

1976～1980年

（平均人員）

51 0.8 7.6 24.2 11 4.2 3.2

1981～1985年

（平均人員）

46.4 1.2 9.6 18.4 10.8 3.8 2.6

1986 年 28 3 15 6 2 2

1987 年 25 2 2 12 7 2

1988 年 11 1 5 2 1 2

1989 年 13 5 1 3 4

1990 年 17 5 3 4 5

1991 年 33 1 12 8 6 6

1992 年 21 6 1 6 8

1993 年 16 1 4 5 4 2

1994 年 15 8 3 4

1995 年 15 1 5 4 5

1996 年 9 1 5 3

1997 年 13 1 4 8

1998 年 14 5 9

1999 年 9 3 6

2000 年 6 6

（出所）平成 3 年および 13 年版犯罪白書

（２２） 1997 年を例にとると、同年における出所者の平均在所期間は約 248 ヶ月（約 21 年 6
ヶ月）である。
（２３） 表１、２、３ともに年報・死刑廃止編集委員会、前掲書、pp..282-283.



14

表２ 年末在所無期刑受刑者数

1988 年 834 人

1989 年 864 人

1990 年 888 人

1991 年 870 人

1992 年 873 人

1993 年 883 人

1994 年 894 人

1995 年 909 人

1996 年 923 人

1997 年 938 人

1998 年 968 人

1999 年 1002 人

2000 年 1047 人

表３ 新規無期刑確定者数

1991 年 24 人

1992 年 29 人

1993 年 27 人

1994 年 35 人

1995 年 35 人

1996 年 34 人

1997 年 32 人

1998 年 45 人

1999 年 48 人

2000 年 59 人

（出所）平成 13 年版犯罪白書

（出所）平成 13 年版犯罪白書

表１をみると、1976～1987 年では 15 年以上 16 年以内に仮釈放されている者が圧倒的

に多いが、それ以降では 1991 年を除いて 15 年以上 20 年超に同じ人数くらい点在してい

く。1996 年～1999 年においては 19 年以上の者がほとんどになり、2000 年になると仮

釈放できた者全員が 20 年以上服役しているという結果になり、仮釈放の長期化が窺える。

表２、３から年々無期刑確定者、無期刑受刑者の数が増えていっているのに対し、表

１から仮釈放されている人数も年々減ってきているのがわかる。1986 年と 2000 年では

約 5 倍もの差がある。また、この表にはないが、2000 年以降では、20 年以内で仮釈放で

きた者は 3 名のみになっている。1999 年の調査では、1002 名の終身刑受刑者のうち、

25 年以上の無期刑が継続しているものは、25 年以上 30 年未満が 27 名、30 年以上 35

年未満が 17 名、35 年以上 40 年未満が 7 名、40 年以上 45 年未満が 7 名、45 年以上が 4

名いるということがわかった（２４）。中でも 45 年以上の 4 名のうち 1 名は 50 年を超える

ことが判明している。このような結果から、無期刑の増加と、仮釈放の審査・決定が非

常に制約されていることがわかる。そもそも仮釈放とは第 1 章で述べたようにその基準

も公表されておらず、受刑者には仮釈放の申請の権利も与えられていない。仮釈放申請

は、あくまでも刑務所長の権限で行われるので、審査結果はもちろん、審査対象となっ

ている受刑者には自分が審査対象となっていることは報告されないのである。また、仮

釈放の条件として犯罪への改悛が見られたときとされているが、受刑態度の評価は主観

的になりやすい。このような曖昧さの中できちんとした仮釈放がなされていくことは困

（２４） 1999 年 5 月 25 日に参議院議員・福島瑞穂氏の国会法第 74 条による質問に対し、
当局が明らかにした。
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難であろう。仮釈放が制約されている理由としてもう一つ原因がある。それが検察庁の

出している秘密通達である（２５）。この秘密通達の中で最高検次長検事は、検事長に対し、

無期懲役が確定した事件のうち、動機や結果が死刑事件に準ずるくらい悪質などの「マ

ル特無期事件」（２６）について、刑務所長・地方更生保護委員会からの意見照会に対し、仮

出獄不許可の意見を作成し、事実上の終身刑とするように求められている。このような

通達が出されることにより、仮釈放者の減少と服役期間の長期化が促進されている。

（２）受刑者の健康状態と刑務所の待遇

日本の無期刑受刑者には心身の異常が多い。1996 年の法務年鑑によると、Ｌ級刑務所

（無期刑受刑者用の刑務所）における同年末現在の全収容者 2969 人の内、256 名（9.0%）

が「精神障害あり」と報告されている。そのなかでも精神病質が 115 名（3.9%）もいる。

この割合は他のＭ級施設（精神障害施設）の収容者（2.4%）をしのぎ、他の分類施設の

なかでもっとも高率を占めている。

このことは仮釈放の制度と日本の刑務所の実態と関係している。仮釈放の制度は前頁

で述べたように、基準が曖昧で、受刑者はいつ仮釈放されるのかがわからない。20 年経

っても 25 年経っても仮釈放されず、自分はこのまま死ぬまで刑務所にいなくてはいけな

いのではないかという不安と絶望に駆られて、精神を病むものが多い。

日本の刑務所内の実態を見てみると、テレビを見られる部屋もあれば、囲碁などもで

きる場所もある。電話や文通も可能であるし、面会だってできる。しかし無期刑受刑者

の全てのものがこのような環境で過ごしているわけではない。衆議院植田至紀議員の質

問主意書に対する 2000 年 12 月 26 日付の答弁書で、昼夜間独居拘禁を受けている受刑者

は全受刑者の 4%以上、数にして 2000 人以上、5 年以上が 65 人、10 年以上が 28 人、最

長で 37 年も拘禁されていて、このうち一名を除いて全員が無期刑受刑者であることが判

明した（２７）。37 年の独居拘禁は世界的にも例を見ない過酷な状態である。昼夜間独居拘

禁とは、「刑務所内の規律秩序を害する恐れがあるという理由で、受刑者を工場に出さな

いで、作業は狭い独房で、袋貼りなどの作業を行う特別の処遇である」（２８）。独居受刑者

（２５） 2002 年 1 月 8 日の朝日新聞の報道により、無期懲役の中に仮釈放の認められない特
別の類型を作っているという秘密通達を検察庁が出していることが判明した。この通達は
前文しか公表されておらず、検察庁は本文の開示を拒否している。
（２６） マル特事件に指定されるのは、動機・結果の悪質性のほか、前科・前歴、動機などか
ら、同様の重大事件を再び起こす可能性が特に高いなどと判断した事件。
（２７） 矯正局の編集した職員研修の教科書「行刑法」では、この昼夜間独居拘禁の対象者は、
１・他の者と全く共同作業ができない特異な性格を有する者、２・暴力的傾向や他の被収
容者を扇動する性癖を持っていて、共同生活をさせる場合には、行刑施設の保安を害する
おそれが特に顕著な者、３．他の者から、精神的、身体的圧力を受けやすい者とされてい
る。無期刑受刑者の初期にはこういう者が多く、独居房にいれられることとなる。
（２８） 石塚伸一監修、龍谷大学矯正・保護研究センター編者『国際的視点から見た終身刑―
死刑代替刑としての終身刑をめぐる諸問題―』成文堂、2003 年、pp..165-166.
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の一日の日課は一般受刑者と変わらないが、大きく異なる点がある。それは、全ての作

業・日課を一人で行うという点だ。一般受刑者は部屋を出て工場に働きに出るが、独居

受刑者は 3 畳一間の独居房の中で作業を行う。その他休憩・食事・余暇時間・就寝も同

じ独居房でとることになる。この間他人と会話をする機会は朝の点検の時のみとなり、

その他独り言でさえ話すことを禁じられている。また、運動や入浴も実施はされるが、

運動は 30 分ほど、同じ建物の屋上の通称「鳥かご」といわれている 6 畳程度の場所で一

人で行われ、入浴も 15 分程度、単独入浴室に一人で入ることになる。当然ここでも他の

受刑者との会話はない。1 日 15 分間回覧の新聞を読むことができ、ラジオを聴くことも

できるが、テレビを見ることはできず、運動会、ソフトボール大会、週末に行われる慰

問演芸にも参加することはできない。また、刑務所によっては就寝時間前は座った姿勢

が義務づけられていて、立ち上がったり、壁によりかかったり、足を崩したりすること

も禁じられているところもある。このような人と隔離され、動くことさえままならない

状態で、精神や肉体が無事でいられるはずはない。共同生活ができない人間をこのよう

に隔離し、より精神的に参らせるこの独居房はただの悪循環に思えてならない。

２・終身刑と無期刑の比較と日本の改善点

第 2・3 章を見てきて、世界の終身刑と日本の無期刑の違いは、仮釈放制度である。終

身刑の仮釈放制度は、仮釈放できない、または何年後に審査があると明確である。しか

し日本の場合はいつ審査があるかわからない。もしかしたら一生出所できないのかもし

れない、という曖昧さがある。また、アメリカでは知事が恩赦の権利を持っていて、フ

ランスでは受刑者自ら仮釈放の申請をできたり、司法大臣だけでなく、裁判所が仮釈放

の決定権を持っている。イギリスでは判決のときに裁判官か内務大臣がタリフを定めて

いる。しかし日本の無期刑では、仮釈放の有無は刑務所長の主観的な意見で決まってし

まう。そして審査もあまり行われず、仮釈放申請前の検察官への求意見書でも「その必

要なし」との意見で返ってくるのが当たり前になっている。この曖昧さの中で、世界の

終身刑受刑者と異なり、日本の無期刑受刑者は精神・肉体の障害に苦しめられるのであ

る。確定死刑囚・大道寺将司はこう述べている。「死刑囚は長時間拘禁されたからではな

く、いつ死刑囚として処刑されるかわからないという状況に置かれているが故に、精神

的に病んでしまうのです。たとえ生涯塀の外に出ることができなくとも、塀の中の生活

もまた人生です」（２９）。これは無期刑の者にもいえるのではないだろうか。死刑囚は死が

待っているのになかなか処刑されずに病んでいくが、無期刑受刑者は、いつか外にでら

れるという希望を持っているのに、何年も何年もそれを裏切られて希望を絶望へと変え

ていく。そうして精神が病んでいくのである。2 章で終身刑受刑者が言っていたように、

住めば都、外に出られる希望がないのならないで、人間はやっていけるのである。仮釈

放のない終身刑の利点の一つは、仮釈放がないと明確にわかるところにあり、仮釈放の

（２９）菊田幸一、前掲書、p.284.
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ある世界の終身刑の利点は、何年後に審査があり、また、自分で申請書を出せることこ

ろである。

また、フランスの制度と日本の大きな違いは、日本では無期刑の者がもし出所できて

も死ぬまで仮釈放期間が続くが、フランスでは試験期間が 5 年以上 10 年未満を定まって

いることころである。一生仮釈放でいることは毎日気を使わなくてはならず、耐え難い

ものである。きちんと更生をして出所した者には一生付きまとう枷である。フランスの

ようにある一定の試験期間だとしても、再犯に影響はない（３０）。一概にそれをそのまま

導入すればいいとは思わないが、日本もフランスのように仮釈放期間を定めたほうが良

いのではないだろうか。

恩赦の違いも日本と世界とでは顕著である。世界のほとんどの国が恩赦によって減刑

を行っているが、日本では恩赦はほとんどなされない。デンマークの 12 年経過後に恩赦

による審査を受ける権利がある、やスウェーデンの仮釈放のない終身刑に科しても恩赦

の可能性を残すなど、日本でも恩赦をもっと活発に活用すべきではないだろうか。恩赦

や仮釈放の制度の見直しをすれば、刑務所内受刑者で溢れるということは少し改善され

るであろう。

最後に施設と更生プログラムの問題に触れておく。日本の刑務所の仕事や待遇で、受

刑者が更生できるかといえば疑問がある。無期刑の受刑者は社会復帰ができるのだから、

社会復帰を目的としたプログラムを組むべきではないだろうか。このことを考えると、

無期刑受刑者の人間性を破壊し、社会復帰を困難にしてしまう昼夜間独居拘禁をなくす

べきではないだろうか。また、日本は無期刑受刑者と一般受刑者を区別して扱うが、ア

メリカのように同じ仕事を就かせ、同じ場所で過ごさせるべきではないだろうか。長期

受刑者は特殊な精神状況におかれているので、その者だけを集めて隔離しても得られる

ものは少ない。出所していく者を見たり、色々な人と触れ合って、少しでも希望を見出

せるような収容の仕方を日本はすべきである。

３・政府の出した問題点への反論

序章でもあげたように、政府は終身刑導入に対して反対意見を持っている。その理由

として、序章で述べたことをもっと詳しく見てみると、与党終身刑ＰＴ（与党政策責任

者会議終身刑に関するプロジェクトチーム）において、法務省は以下のような問題点を

あげている。

①終身釈放の期待を持つことのできない刑を新設することは、人道的に好ましくない。

（３０） 1982 年から 15 年間、1982 年に出所した犯罪者に対する再犯の追跡調査の結果、前
科が性犯罪である者の再犯率は 7%（うち、再犯も性犯罪である者は２％）であり、前科が
殺人であった者の再犯率も 7%であった（うち、再犯も殺人であった者は１％）。1997 年に
も同じ調査が 5 年間に渡り行われたが、こちらは初犯が性犯罪の者の再犯率は１％で、初
犯が殺人であった者が懲役に処せられているケースはなかった。
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②終身にわたる拘束は、人格が完全に破壊されてしまうなどの悪影響があり、人間の

尊厳、人間性に反する。

③終身刑は、いわば緩慢に死刑を執行するようなものであり、一生社会へ戻さないの

であるから、ある意味では死刑より厳しい刑である。

④本人に全く希望を失わせることは、人格形成の無限の可能性を奪うことである。

⑤終身自由刑は、再社会化という行刑目的に反する。

⑥社会復帰を前提とした現状の処遇制度（累進処遇・作業・職業訓練・各種教育等）

が妥当しないこと。

⑦受刑者処遇に多大な困難が伴うこと（受刑者の精神的荒廃・社会復帰の希望のない

者に対する長期にわたる処遇の困難性）。

⑧新たな体制設備が必要となること（警備力の強化・医療・介護等のスタッフの充実）
（３１）

以上のように政府は述べているが、これは終身刑導入を妨げる屁理屈にしか思えない。

まず①に関してだが、死刑を存置している日本がこのようなことをいうこと事態信じら

れないことである。①③の終身刑は人道的によくない、死刑より厳しいという意見に対

しては、仮釈放の終身刑を導入すれば済むことであり、また、仮に仮釈放のない終身刑

を導入したとしても、終身刑は自由を奪う者であっても、決して命を奪うものではない。

仮釈放のない終身刑受刑者が死ぬことがあるとしたら、それは病死か老衰である。命を

受刑者の意思とは関係なしに奪う死刑より残酷なはずはない。加えて恩赦などを活用す

れば、④の希望を持たせることも、⑤⑥に出てくる行刑目的とも合致する。②に出てく

る長期収容の人格破壊と⑦の精神的荒廃についての問題は、第 2 章のアメリカの終身刑

受刑者の例でわかるように、長期間収容されたからといって人格破壊が起こるわけでは

ない。日本の場合一番過酷な状況にいるのは死刑囚であるが、死刑囚が絶望のあまり、

他の受刑者より、施設の規律や秩序を乱したという話は聞かない。もし精神的荒廃が見

られるとしたら、それは先ほど述べたように下手な希望を持たせてから絶望へと追いや

ったり、刑務官や他の受刑者との間で起こる人間関係故のものではないだろうか。第 3

章の２であげた大道寺将司はこのようにも述べている。「いつ処刑されるかわからない、

という思いを抱かずにすむのであれば、長期間拘禁されても、精神病を病む人は少なく

なるはずです。たとえ生涯、塀の外に出ることができなくともです。シャバとはかけ離

れた厳しい生活のなかにも、喜びや生きがいを見つけ出すことは可能です」（３２）。このよ

うな話からも、②⑦の問題は重要でないように思われる。⑧に関してのみ、これは仕方

ないと思う。何かをする際には新しいことが必要となる。それを躊躇していては何も始

めることも変えることもできない。しかしもし仮釈放のある終身刑を導入するのであれ

（３１） 編者 日本弁護士連合会、『死刑執行停止を求める』、日本評論社、2005 年、p.37.
（３２） 菊田幸一、前掲書、p.274.
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ば、今の無期刑を少し変化する形にすればいいので、コストはそれほどかからないであ

ろう。

政府は世論の支持を受けて仮釈放のない終身刑を導入することを前提に、上であげた

問題点を指摘したが、必ずしも世論に従う必要はない。死刑を廃止したイギリスやフラ

ンス、終身刑を廃止した国においても、世論が先導をして廃止した国はない。議会が世

論を導いたのである。世論のどれほどの人が無期刑受刑者の実態を知っているというの

だろうか。世論は時には感情に流され、間違った方向にすすむ可能性がある。日本でも、

世論を正しい方向に導くように、政府が刑務所内のことをしっかり把握し、口先ばかり

の議論をするのではなく、最適だと思う刑を導入すべきである。そのことを考えれば上

であげた問題は問題ではなくなるのではないだろうか。
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結論 最も望ましい刑とは

本稿では、世界の終身刑と日本の無期刑を比較して、終身刑は無期刑より優れたもの

なのか、政府の言うように終身刑を導入することはそれほど困難なのか、を述べてきた。

そして仮釈放のない終身刑を導入すべきか、という結論を導きだそうとしたわけだが、

私は仮釈放のない終身刑のみを導入することは危険だと思う。世界でも仮釈放ない終身

刑のみを死刑の代替刑として導入している国は少ない。もし仮釈放のない終身刑のみを

導入したとしたら、ドイツで起こったように、違憲だなんだと問題になることは目に見

えている。また、仮釈放のない終身刑を導入することによって、政府のあげたような問

題が起きる可能性もあり、加えてアメリカのように終身刑を濫用してしまうと、ただで

さえ過剰収容している刑務所がもっと受刑者であふれてしまい、刑務所は足りなくなり、

医療費や受刑者を養うためのコストがかかってしまうだろう。

では、もし日本で終身刑を導入するのならどのような終身刑を導入すべきだろうか。

私はアメリカやイギリスのように、仮釈放ない終身刑と仮釈放のある終身刑から選べる

制度を導入すべきだと考える。その選別は困難を伴うだろうが、現在ある死刑相当の罪

を犯した者、また、再犯の過剰なものを仮釈放のない終身刑に科し、それ以外の重大な

罪を犯したものを仮釈放のある終身刑、つまり今の無期刑を科すのが望ましいと思う。

しかし、今の無期刑も改善していかなくてはならない。第３章２であげた改善点①仮釈

放できるかできないかをはっきりさせる。②仮釈放期間（保護観察期間）の制限をする。

③恩赦をもっと活用する。（仮釈放のない終身刑にも恩赦を残す。）④社会復帰を目的と

した更生プログラムを作る。⑤独居房を廃止し、有期刑受刑者と無期刑受刑者を同じ場

所で同じように扱う。の 5 点を考慮していく必要がある。仮釈放しないならしないとは

っきりさせた方が良いと言いながら恩赦を活用すべきだと言うことは矛盾しているよう

に思えるが、反省して真っ当な人間になった者をいつまでも拘禁していく必要はない。

もし刑務官が見て更生したと思った時、所長や被害者、被害者遺族などと話し合って、

仮釈放を認めても良いのではないかと私は思う。

最高の刑と考えたときに何を利点とするのかは、受刑者の立場と被害者の立場では異

なる。しかし刑務所を、ただ犯罪者を拘禁して世の中にださないようにする場でなく、

間違ったことをした者を更生させ、真っ当な人間として社会復帰させることを目的とす

る場だと考えるのなら、本稿で述べてきたような終身刑導入をぜひ検討してもらいたい

と心から切望する。
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